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　星野公平ニュース

Ｎｏ．１８4　　２０１３年　　５　月　２　日

発行　　星野公平　　(日本共産党桑名市議団) 
自宅　　桑名市立花町１－１４－７　電話　２２－２９７５
発行所 桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室
５月３日は憲法記念日 ９６条の改定のねらいは９条の改悪　ｐ最近の改憲の動きは憲法９６条の改定です。反対の強い憲法９条を先送りにして、改憲手続きのハードルを下げよう（現行の「衆参各院の３分の２以上の賛成で発議」を「過半数で発議」に変える）とするものです。
憲法９６条改定の政治的なねらいは、改憲派の最大の目標である憲法９条改悪に向けて、ハードルを低くするだけでなく、国民に改憲の体験を積ませることで改憲に慣れさせるところにあるともいわれています。
憲法９６条の改定は、｢形式論｣や｢手続き論｣にとどまらない重大な危険性をもっています。近代において、憲法というのは、国家による権力の乱用から国民の自由を守るものです。だからこそ憲法改定の要件も、時の権力者の都合の良いように憲法を改定することが難しいようにされています。日本の憲法は“世界でも特別に変えづらい”ということがいわれますが、これは嘘です（＊）。憲法９６条の規定を変えて、通常の法律と同様の過半数ということにしてしまったら、憲法が時の権力者の都合が良いように簡単に変えられてしまうことになります。

これまでの改憲論者からも憲法を憲法でなくすると厳しい批判がおこっており、世論調査でも憲法９６条改定反対が増えて多数を占めてきています。

日本共産党はこうした憲法９６条改定に反対し、憲法９条をはじめ憲法の全条項を守り、日本の政治に生かしていきます。私も皆さんと共に憲法を考え、守るために頑張って行きたいと考えています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第９６条（第９章　改正）この憲法の改正は、各議院の総議員の３分の２以上の賛成で、国会が、これを発議し、国民に提案してその承認を経なければならない。この承認には、特別の国民投票又は国会の定める選挙の際行はれる投票において、その過半数の賛成を必要とする。　２ 憲法改正について前項の承認を経たときは、天皇は、国民の名で、この憲法と一体を成すものとして、直ちにこれを公布する。 

（＊）各国の憲法改定の手続き
日本　　　衆参各院の３分の２以上の賛成＋国民投票
アメリカ　各院の３分の２以上の賛成＋４分の３以上の州議会の承認
（他の手続きもある）
フランス　各院の過半数の賛成＋両院合同会議の５分の３以上の賛成
（他に国民投票を経る手続きあり）
ドイツ　　連邦議会の３分の２以上の賛成＋連邦参議院の３分の２以上の賛成
韓国　　　国会の３分の２以上の賛成＋国民投票
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４００円　　日曜版　月８００円

桑名市議団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/　　　　　

ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野）　　　　　　　　　　
伊藤徳宇市長と懇談　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ日本共産党桑名市議団は、４月２４日に、伊藤徳宇市長に下記４項目の申し入れ（口頭で）と懇談を行いました。市長公室長と総務部長が同席しました。
１、新病院建設に関して、立地・撤退地区での説明の問題。立地側での説明の順番が間違っている(３月３０日精義地区説明、最も影響を受ける近隣地区説明は４月１９日)。撤退側でも早く住民説明を実施し、閉院（？）後の対応（陸の孤島にならないか。無医村・交通対策）を説明し、現地の住民の意見を聞くよう訴える。
２、国保税の値下げ。年金は下げられ、所得は減ってきている。上下水道料金の値上げに市民は怒っている。７月に前年度所得等によって決定される国保税は県下一高い。せめて、国保世帯に一律１万円の還付をできないか。（９億円の基金積み立てがあり、充分に財源はある。）
３、雇用の問題。ＮＴＮ、富士通に本人の意思を無視した退職を強要しないように役所（県・市）に申し入れしているが、その後の状況は、どうなっているのか。大企業誘致や大型公共事業に依存するのではなく、維持可能で内発的な地域経済づくりと地域づくりを進めるために「産業連関分析」の導入を提案する。
４、人事問題。①長期間の教育長不在の教育委員会を正常に(公選制、公募制を考えないか)。幼稚園の再編や認定こども園は、市民の意見を尊重してその後に考えていく。②庁内の人事異動や昇進に一部疑問の声が上がっていることを伝える。

小学校給食に異物混入 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ２５日、在良小学校で学校給食に出された五目うどんに、金属片（長さ約６ミリ）が混入しているのを児童が口入れる前に発見しました。調理器具として使った湯切り用のざる（直径約６０センチ）の取っ手付近の網目が欠損し、紛れ込んだとみられています。幸い異常を訴える児童はいなかったようです。           ｐ教育委員会としては、当該校のざるを取替え、各学校に学校給食調理器具等の緊急点検を行い、調理作業中の調理器具の使用前と使用後の点検確認を指示したとのことです。関係者の話ですと、このものは、かなり老朽化しており、現場からは更新の要請があったものの、予算がないと言う事で見送られていたそうです。その他のものにも問題があるようで、２日に現場の視察と現場の声の聞き取りを教育委員会へ申し入れました。金曜日に発表になり、土曜日（一部２６日の夕刊）に新聞に載ったために対応が遅れました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ桑名市では昨年度、給食に髪の毛や虫が入った例が１６件あったといいます。
「主権回復」式典行われる。  主権・平和を破壊する暴挙　　　　　　　　　ｐ２８日の日曜日には、「主権回復の日」と称して政府主催の式典が開かれました。６１年前の１９５２年４月２８日は、サンフランシスコ平和条約で日本は形式的に「独立国」になったものの、日米安保条約が発効し、日本が実質的にアメリカの「従属国」になった日です。サンフランシスコ平和条約では、沖縄や奄美、小笠原を切り離してアメリカの施政下に置き、千島列島を放棄しました。沖縄では「屈辱の日」とされています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ天皇の政治利用と批判が起こる中で、政府は天皇の出席を強行しました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ安倍首相の式典での挨拶では、侵略戦争への反省や日本国憲法の平和主義への言及は一言もありませんでした。またアメリカ軍にトモダチ作戦で汗と涙を流してくれたと評価し、基地やオスプレイ飛行問題に苦しむ沖縄の現状には触れませんでした。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ沖縄県知事は式典出席を見送り、日本共産党をはじめ、生活、社民、みどりの風は欠席しました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ当日、東京では「安保条約廃棄・真の主権回復を求める国民集会」が開かれ、沖縄でも「政府式典に抗議する沖縄大会」が広範な県民の呼びかけで開かれました。「主権回復」を称した政府主催式典に国民的合意がないのは明らかです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ本来講和条約は、日本が侵略の責任を反省し、戦争状態を終わらせるためのものですが、「主権回復の日」を祝おうという安倍政権が侵略戦争の責任を否定し、再び国際的孤立と戦争への道を進みつつあることは重大です。                ｐ最近も安倍首相が靖国神社の例大祭に供え物を贈り、麻生副総理ら３人の閣僚や１００人を超える国会議員が参拝しました。靖国神社はアジア・太平洋戦争を「自存自衛の正義の戦争」とたたえる侵略戦争賛美の特殊な施設です。そこへの参拝が、国内はもちろん、侵略の被害を受けた国から抗議されるのは明らかです。安倍首相は中国や韓国の抗議に「脅しには屈しない」と開き直り、侵略の責任を反省した村山元首相の「談話」見直しまで口にしています。それこそ日本の孤立を決定的にし平和を破壊するものです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ自民党内のタカ派など右派勢力が「主権回復の日」の式典を求めてきたのは、憲法改悪の企てを加速するためです。日本の主権が「回復」する以前につくられた憲法は占領軍が押し付けた物だというのがその口実です。自民党は昨年の４月２８日に合わせて自衛隊を「国防軍」とする改憲案を発表しました。安倍政権が今年の政府主催式典を強行したのはその流れに弾みをつける狙いです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ憲法改悪を阻止するためにも、主権と平和を破壊する政権の暴挙に抗議しなければなりません。
景気回復へ提言　「アベノミクス」許さず、国民所得増やして内需拡大　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ日本共産党は４月２４日（水）「『アベノミクス』の危険な暴走を許さず、消費税増税を中止し、国民の仕事と所得を増やす、本格的な景気回復を」という「景気回復アピール」を発表しました。
ｐ国民の所得が増えてこそデフレ不況の打開ができるのに、アベノミクスはこの動きとは全く逆に、国民の消費と所得を減らす危険な政策です。これに対して、国民の所得を増やし国内の需要と産業に力をつける本格的な景気回復に向かう提案で、国民的な議論と共同を呼びかけています。
ｐ金融政策･財政政策･成長戦略という「３本の矢」を標榜する安倍政権の経済政策「アベノミクス」は、消費税増税と社会保障の大改悪という２本の矢を含む『５本の毒矢』が特徴です。新しい装いを凝らしているが、中身は古い自民党型政治の復活そのもので、破綻済みの政策を持ってこざるをえないところに自民党政治の行き詰まりがあり、この方向に未来はありません｡
ｐ日本共産党は「①　賃上げと安定雇用拡大で働く人の所得を増やす」「②　消費税増税を中止し、別の道で財源を確保する」「③　現役世代も高齢者も安心できる社会保障に」「④　内需主導の健全な成長をもたらす産業政策に」の「４本柱でのデフレ不況打開策」を提起しました。アベノミクスに反対するだけでなく、日本共産党としてすでに前の衆議院選挙の時に発表した｢経済提言｣と｢賃上げ･雇用アピール｣を踏まえながら、今日的に対置しています。
今回発表した「景気回復アピール」を政府に届けるとともに、これを活用して各界と懇談・交流するなど国民的な議論と運動を広げていく予定です。
リニア中央新幹線　　　建設凍結を　反対・再検討が７３％　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ日本共産党の佐々木憲昭議員は１５日の衆院予算委員会分科会で、ＪＲ東海がすすめるリニア中央新幹線について、必要性もなく、住民の意見も聞かずにすすめていると追及し、建設計画を凍結すべきだと求めました。
　佐々木氏は、大規模公共事業でありながら国会審議など公的関与が及ばないまますすめられていることを指摘。東海道新幹線の「輸送力の限界」といっても現在でも３～４割の空席があり、「老朽化」対策という理由もすでに大規模改修をすすめていることから成り立たず、リニアの「震災への備え」も東海・東南海・南海の３海域地震に耐えられるのか疑問視されているとのべ、建設理由は破たんしていると批判しました。　太田国交相は「有識者会議の科学的知見で、安全であるという検証が出されている」としか答えられず、佐々木氏は「安全神話を振りまくものだ」と批判しました。　さらに佐々木氏は住民の支持がそもそも得られていないと指摘。建設を認めた答申案について、反対と中止、再検討を求める意見が７３％を占めたことをあげ、「わずか１年余りの審議会の議論だけで『見切り発車』をしてはならない」と強調。建設計画は凍結すべきだと主張しました。太田国交相は「指摘を受け止める。安全安心を確保して、公共事業においては納得性のあるものをしていかなければならない」と答えました。　　　　　　　　　（4月24日(水)しんぶん赤旗）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ２３日の三重、奈良、和歌山の三県知事による「紀伊半島知事会議」では、京都府も中間駅誘致を目指すリニア中央新幹線に関しては、荒井奈良県知事が災害時の交通手段を断たないためにも三重―奈良ルートを堅持すべきだと主張。仁坂和歌山県知事は「ぜひ全線同時開業を達成していただきたい」となどと語った。　　　　　　　　（伊勢新聞4月24日(水)）

桑名では、環境破壊を問題にリニア反対運動に取り組みます
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